
 
 
申請対象者 

法人の場合 ⇒ 登記上の住所地、又は事業所の所在地が山県市内 

 個人の場合 ⇒ 事業所の所在地が山県市内 

※ いずれの場合においても、山県市内に事業実態があることが必要です。 

 

申請要件 

経済産業大臣が指定した指定業種を営んでいること 

※ 指定業種については中小企業庁のホームページを確認してください。 

（ロ)-①様式の場合 

（１）最近１か月の売上原価のうち原油等の仕入額が２０％以上を占めていること、  

（２）最近１か月の原油等仕入単価が前年同月に比して２０％以上上昇していること 

（３）最近３か月の売上高に占める原油等の仕入額の割合が前年同期に比して上回っていること 

（ロ)-②様式の場合 

指定事業と非指定事業を行っている場合は、最近１か月における指定事業の売上原価が中小企業

者全体の売上原価の２０％以上を占めており、かつ、 

（１）中小企業者全体と指定事業それぞれの最近１か月の売上原価のうち原油等の仕入額が２０％

以上を占めていること 

（２）指定事業の最近１か月の原油等仕入単価が前年同月に比して２０％以上上昇していること 

（３）中小企業者全体と指定事業それぞれの最近３か月の売上高に占める原油等の仕入額の割合が 

前年同期に比して上回っていること 

 

共通提出書類 

必要書類 部数 チェック 

認定申請書（様式第5号(ロ)-①or②のいずれか） ２  

 最近 1 か月（原則、申請月の前月）及び前年同期の原油等の仕入単価のわかる書

類（請求明細書等） 
１  

 売上原価の確認できる書類（最新の決算書等）   

月別売上表（最近3か月の売上高等及び前年同期の売上高等のわかる書類） １  

最近 3か月の原油等の仕入価格のわかる書類（試算表、法人税青色申告書等） １  

委任状（代理申請の場合に必要。委任者の自署又は記名押印が必須。） １  

その他、指定業種を営んでいることが分かる資料（パンフレット・請求書等） １  

 

法人の場合 

必要書類 部数 チェック 

履歴事項全部証明書 又は 現在事項全部証明書 
１  

※ 発行日から３か月以内のもの。写しの場合は原本証明添付。 

直近 1期分の決算書 １  

 

 

 

 
セーフティネット５号(ロ)チェックリスト 



個人の場合 

必要書類 部数 チェック 

営業届証明書、営業許可証、開業届などのコピー   １  

 住民票（発行日から３か月以内のもの。写しの場合は原本証明書を添付。） １  

直近の確定申告書控え（青色申告 又は 白色申告）すべてのコピー 
１  

青色申告 ⇒ 決算書すべてのコピー 白色申告 ⇒ 収支内訳書すべてのコピー 

・不明な点がある場合は、事前に下記にお問合せください。 

 

借入金融機関  

担当者名  

連絡先  

 

〈お問合せ先〉 

まちづくり・企業支援課 

TEL：0581-22-6831 FAX：0581-22-2118 


